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わが国の畜産経営は、長期的トレンドとし

て外部の労働力を雇用する企業的経営への転

換を進め、同時に遠隔地型産業としての性格

を強めた。遠隔地への立地は、粗飼料基盤確

保（草地型酪農）、畜産公害回避（施設型中

小家畜）を図る動きとして捉えられるが、い

ずれにしても農村での労働力調達がその条件

となる。1980年代までわが国の農村は低賃

金労働力の供給源としての役割を果たしてい

たので、企業的畜産経営は遠隔地に立地する

経済的メリットを享受することができた。

しかし今日、高齢化と過疎化の進行により

農村は労働力供給源としての役割を失いつつ

ある。とりわけ遠隔地農村に立地する企業的

経営では労働力調達の困難が増した。地元雇

用が困難な場合は都市部などからの労働力調

達が必要であり、遠隔地立地は労働力調達に

関して不利な条件に転じた。この状況は今後

も続くと考えられるので、労働力調達に関し

て遠隔地に立地する畜産経営が抱える課題と

経営対応を解明することは畜産業の発展方向

を考える上で重要な意味を持つ。

他方、農村社会の維持・再生を図る上で企

業的農業経営への期待が高まっているが、両

者の相互関係が強まるとは限らない。まず問

題になるのは企業的農業経営に従事する役
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わが国の畜産経営は、経営規模拡大に向けた粗飼料生産基盤の確保や公害問題発生の回避など

を意図して遠隔地に立地する傾向を示してきた。しかし今日、遠隔地農村における雇用供給源が

縮小する中で、従業員の確保難に直面している。本研究では、北海道と東北の企業的畜産経営（主

に酪農と養豚）を対象として、畜産経営（15農場）の経営実態調査とアンケート調査を実施した。

アンケート調査は、耕種との比較が可能になるように北海道・東北の全農業法人を対象とした。

これらを通じて、畜産経営の労働力調達に関わる問題と対応を解明するとともに、地元採用が困

難になる中で、畜産経営と農村社会の関係が変化していく実態を把握した。

【要約】
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員・従業員の農村社会への関与であろう。そ

れは役員・従業員の農村居住のいかんに左右

され、労働力調達のあり方と密接に関連す

る。企業的畜産経営と農村社会の関係が断た

れる可能性も考えられる。反面、企業的農業

経営が農村社会の維持・再生に積極的な役割

を果たすことは、自らの雇用供給源の確保に

向けた能動的行動としての意味を持つ。かか

る能動的行動の機運が高まれば、その支援を

農村政策に組み込むとともに、農の雇用事業

や外国人技能実習制度などの諸政策と併せて

企業的農業経営を支える総合的な雇用確保対

策を拡充することが求められる。

以上を踏まえ、労働力調達に困難を抱える

北海道と東北の遠隔地農村に立地する畜産経

営を対象に、経営実態調査と統計分析、アン

ケート調査を組み合わせた研究を行った。畜

産の種類は主に酪農と養豚であり、一部に肉

牛経営も調査対象に入れた。紙幅の関係か

ら、以下では統計分析と経営実態調査につい

て要点を説明する。

２　近年における農業雇用の動向と遠隔地畜産経営の従業員確保

（１）農業雇用の長期化

統計を用いて本論が扱う問題を概観する。

まず、農業センサスの結果を用いて農業雇用

の近年の動向（2005年～ 2010年～ 2015

年）について見る。

農業センサスは農業雇用を常雇いと臨時雇

い（手伝いなど含む）に区分して調査してい

る。双方を合わせた雇用の全体を見ると、雇

い入れた経営体数と雇い入れ実人数は減少し

ている。しかし雇い入れ延べ人日は2005

年：5719万1000人日、2010年：6574万

8000人日、2015年：6803万6000人日と

増加している。これは１人当たり雇い入れ日

数が23.7日→28.2日→40.6日と長期化して

いることによる。

常雇いと臨時雇いを区分すると、常雇いを

雇い入れた経営体が10年間に2万8355から

5万4252に増加する一方、臨時雇いを雇い

入れた経営体は48万1392から28万9948

へと減少しており、明瞭なコントラストを示

す。これが雇用の長期化につながっている。

常雇いと臨時雇いの対照的な動きは農業雇

用に占める組織経営体と家族経営体のシェア

の変化と関連している。組織経営体のシェア

を示すと、常雇い＋臨時雇いの雇い入れ実人

数については2005年：8.1％から2010年：

10.2％、2015年：16.6％へと上昇した。

雇 い 入 れ 延 べ 人 日 に つ い て は2005年：

31.8 ％ か ら2010年：33.0 ％、2015年：

46.4％に上昇し、家族経営体に匹敵するよ

うになった。常雇いだけを見ると、雇い入れ

延べ人日に占めるシェアは58.7％と過半を

占める。

雇い入れ実人数と雇い入れ延べ人日に占め

る常雇いの割合を示す（図１）。家族経営体

でも常雇いの割合が上昇しているが、組織経

営 体 で は 実 人 数 で43.4 ％、 延 べ 人 日 で

80.3％に達し、組織経営体の雇用は常雇い

が主流になりつつある。
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（２）遠隔地畜産経営における雇用

2015年農業センサスで経営組織別（単一

経営）に見ると、畜産が耕種よりも積極的に

雇用労働力、とりわけ常雇いを導入している

様子がうかがえる。常雇いを雇い入れている

畜産経営は16.9％（耕種経営は3.3％）で、

雇い入れ実人数の平均は5.7人である。１人

当たり雇い入れ日数は246日で、年間フル

雇用を実現しているもようである。常雇いの

割合は雇い入れ実人数の約半数を占め、雇い

入れ延べ人日では９割に達する。

この傾向は畜産の中でも酪農、肉牛よりも

養豚、養鶏において顕著だが、酪農の最大規

模層（２歳以上乳牛300頭以上）では94％

の経営体が平均13名の常雇いを雇い入れ、

養豚、養鶏と同水準の数値を示す。

これらを踏まえ、遠隔地の畜産経営の雇用

について見る。ここでは北海道、北東北（青

森県、岩手県、秋田県）、南九州（宮崎県、

鹿児島県）を遠隔地として位置付ける。

これら３地域の農業産出額が全国の農業産

出額合計に占めるシェアの推移を図２に示

す。 農 業 産 出 額 シ ェ ア の 変 化（1960 ～

2012年）を見ると、北海道6.9％→12.6％、

北東北7.0％→8.2％、南九州4.1％→8.6％

といずれも上昇した。同図には全国産出額合

計に対する耕種と畜産の割合を示した。いず

れの地域でも畜産の割合が顕著に高まってい

る。加えて、畜産の産出額について３地域の

全国に占める割合を示すと、北海道7.1％

→20.7％、北東北3.4％→9.2％、南九州

4.5％→16.1％と大幅に上昇している。畜産

産出額の増大は遠隔地において顕著であった

と言える。

さて、全国平均と比べた３つの遠隔地の農

業雇用の特徴を挙げると、北海道は常雇い、

臨時雇いともに雇い入れた経営体の割合が高

い。北東北と南九州については、雇い入れた

経営体の割合は全国平均をやや上回る程度

で、北東北は臨時雇い、南九州は常雇いの比

重が相対的に高い。
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図１－１　雇入れ実人数に占める常雇いの割合
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図１－２　 農業雇用労働における常雇いの割合
（農業経営体の雇い入れ延べ人日）
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図２　遠隔地の農業産出額シェアの推移
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大規模畜産経営の雇用を首都圏を含む関

東・東山と比較すると、酪農の経営体当たり

の常雇いの雇い入れ人数が北海道では10.2

人で、関東・東山よりも6.8人少なく、常雇

いの確保に差があることが示唆される。他

方、北東北、南九州の養豚を関東･東山と比

較すると、常雇いの導入は南九州で進んでい

ることが分かる。北東北と関東･東山との間

には大きな差は認められない（表１）。

常雇いを雇い入れた経営体 臨時雇いを雇い入れた経営体 雇い入れ合計に占める常雇いの割合
農業経
営体数

農業経
営体数
に占め
る雇い
入れた
経営体
の割合

農業経
営体数
に占め
る常雇
いを雇
い入れ
た経営
体の割
合

経営体
当たり
常雇い
の雇い
入れ人
数

常雇い
１人当
たり雇
い入れ
延べ日
数

農業経
営体に
占める
臨時雇
いを雇
い入れ
た経営
体の割
合

経営体
当たり
臨時雇
いの雇
い入れ
人数

臨時雇
い１人
当たり
雇い入
れ延べ
日数

雇い入
れ実人
数に占
める常
雇いの
割合

雇い入
れ延べ
人日に
占める
常雇い
の割合

（経営体） （％） （％） （人） （日） （％） （人） （日） （％） （％）

全　国 1,377,266 22.8 3.9 4.1 196.3 21.1 5.0 17.0 13.1 63.5

北海道 40,714 51.6 14.3 4.0 204.9 45.9 7.1 18.3 14.9 66.2

酪農大規模経営
（2才以上乳用牛
300頭以上）

北海道 114 94.7 93.9 10.2 245.4 48.2 4.3 66.2 82.3 94.5

関東・東山 34 97.1 94.1 17.0 263.7 47.1 4.1 50.4 89.3 97.8

北東北 121,864 29.0 2.7 3.9 218.2 28.0 5.8 15.2 6.1 48.1

南九州 65,583 26.1 6.0 4.5 216.3 23.2 4.8 22.2 19.7 70.5

養豚一貫大規
模経営（5000
頭以上肥育）

北東北 43 95.3 95.3 23.6 274.3 25.6 3.9 117.7 95.7 98.1

南九州 53 96.2 96.2 29.2 271.2 13.2 2.6 202.6 98.8 99.1

関東・東山 68 94.1 92.6 23.3 258.6 26.5 5.3 108.7 93.9 97.3

表１　遠隔地畜産経営の雇用（2015年）

資料：農業センサス
　注：表中の「東山」は山梨・長野両県を指す。

３　遠隔地畜産経営における従業員確保問題の背景

（１）調査牧場の地域労働市場

本研究で調査対象とした北海道と東北の大

規模畜産経営は共通して従業員の確保難に直

面していたが、畜産経営が立脚する地域労働

市場は異なる。調査農場における従業員（家

族およびパートを除く）の確保状況を見ると

（表２）、北海道（十勝、根室地域）の酪農経

営では、自宅が通勤圏内（＝地元）の従業員

は少数で、通勤圏外の従業員（＝社宅やアパ

ートに居住）が多数を占めている。また、北

海道酪農では７つの調査農場のうち４農場で

外国人技能実習生を受け入れている。一方、

秋田県の酪農経営や北海道（安平、せたな、

森町）および秋田県の養豚経営、青森県の肉

用牛経営では、通勤圏内（＝地元）の従業員

が多数を占め、通勤圏外の従業員は例外的で

ある。

このように、北海道の十勝・根室地域とそ

れ以外の地域では、農場通勤圏の地域労働市

場が異なる。十勝・根室地域では絶対的な労

働力不足といえる状況で、従業員は地域外か

ら転入する従業員や外国人技能実習生に依存

せざるを得ない。一方、それ以外では、地域
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内に一定の労働力が存在している相対的な労

働力不足の状況であり、人手不足感が強まり

従業員の確保がしづらい傾向にあるが、これ

までは通勤圏内（＝地元）の従業員で充足す

ることができ、外国人技能実習生の受け入れ

もみられない。

（２）労働力不足の背景と要因

地域労働市場の状況を具体的なデータで表

すことはできないが、各地域の人口密度が

元々異なっていることに注意を要する。十

勝・根室地域は畑作・酪農の専業地帯で、専

業農家が支配的で農業以外の就業先が少ない

ことから人口密度は低かった。畑作や酪農経

営の規模拡大が進む半面、離農農家は離村

し、人口密度はさらに低下する。

一方、北海道の道南地域や東北地域は水田

農業を基盤とする兼業農家が多く、農業以外

の就業先があったことから一定の人口密度が

あった。例えば、東北地域の農家出稼ぎ者数

は1970年代前半にピークを迎え、その後、

電子機器・部品などの工業導入により農村地

域の就業機会が増加し、出稼ぎの減少と農村

への人口定着が進み、農家の兼業化が進行し

た。それが2000年代に入ると経済のグロー

バル化が進み、製造業の国内工場の海外移転

が始まり、農村地域の人口も減少していく。

日本で一番人口減少率が大きいのは秋田県

で、これに青森県、山形県が続くなど、東北

地域の人口減少が深刻である。

こうした人口減少は全国共通の少子高齢化

の結果という一面を持つ。他面、高齢化する

農村における医療・福祉など生活産業の労働

力需要はむしろ増加し、震災復興などに誘引

されて建設業の労働力需要も高まっている。

その結果が農村地域における労働力不足とな

っている。

つまり、北海道の十勝・根室地域は専業農

業地帯に起因する構造的な労働力不足である

のに対し、十勝・根室地域以外はわが国の産

業構造の変動と少子高齢化に影響された労働

畜種 酪農

地域 十勝 根室 秋田

牧場 OA OK HK LH DH TS HM GZ TD

通勤圏内 0 0 2 3 10 1 3 10 5

通勤圏外 3 4 2 4 35 3 3 1 2

外国人 0 7 0 2 12 0 4 0 0

計 3 11 4 9 57 4 10 11 7

畜種 養豚 肉牛

地域 安平 せたな 森 秋田 青森

牧場 TO TT DA PL MY OY

通勤圏内 11 2* 9 100 27 18

通勤圏外 1 0 1 2 4 1

外国人 0 0 0 0 0 0

計 12 2 10 102 31 19

（単位：人）
表２　調査農場における従業員確保状況（2016年）

*障がい者
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力不足と考えることができる。

次に、こうした労働力不足の実態を有効求

人倍率（求人数÷求職者数）の最近10年間

の推移でみると（図３）、2008年９月のリ

ーマン・ショックに始まる世界的不況の影響

で有効求人倍率は2009年にかけて低下し、

その後上昇に転じている。全国平均値では

2009年の0.47がボトムで、2016年には

1.36にまで上昇している。本研究で調査対

象とした北海道や北東北地域は全国平均に比

べて水準は低いものの、近年、全国動向と軌

を一にして上昇傾向が続いており、労働力不

足の状況が強まっている。

有効求人倍率を職業別にみると（図４）、

建設業の変動幅が大きいのに対し、農林漁業

では一貫して緩やかな上昇をたどっている。

例えば、2016年の有効求人倍率は建設業が

3.49であるのに対し、農林漁業は1.01であ

る。これは、建設業は景気動向に左右されて

大きく変動するのに対し、農林漁業は着実に

有効求人倍率が上昇し、労働力不足感も高ま

り続けていることを示している。他産業に比

べて事業規模の小さい農業は、他産業の労働

力需給の影響を受けやすく、地域、職種、企

業規模の３点から労働力不足が一層深刻にな

っていると考えられる。
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図３　地域別有効求人倍率（パート含む）
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図４　職業別有効求人倍率（パート除く常用）
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４　最遠隔地の酪農経営における従業員確保・利用の特徴と課題

遠隔地畜産経営の従業員確保問題が最も先

鋭的に現れているのは、北海道東部（道東）

の十勝・根室の大規模酪農地帯である。今回

の調査で実施した７農場の経営実態調査の結

果を要約すると、以下の通りである。

（１）従業員確保・利用の特徴

道東に展開する大規模経営の事例は、従業

員確保・利用に関して次のような状況に直面

している。

第１に、従業員確保の主たる対象は道外を

含む遠隔地にある。個々の農場による、就労

喚起を含めた直接的なリクルート活動は容易

ではなく、求人サイトによる就業条件提示が

従業員確保の主たる手段となる。これにより

従業員数は多くの農場で不足している。

第２に、遠隔地から雇用された従業員は
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「他の職業に向かない」などを就業の動機と

し、概して酪農へのモチベーションは弱く、

数年内に離職する場合が多い。すなわち雇用

者の継続就業は不確実である。

第３に、各農場では、１日８時間労働、週

休制など他産業と同様の就業条件を整え、搾

乳を中心とした、比較的習得が容易なルーテ

ィン作業に従業員を配置している。ここで

は、チームによるルーティン体制の維持のた

め、従業員の個々の能力評価やキャリアアッ

プよりも従業員の人数確保が優先される。

第４に、就労は職住分離が基本となり、牧

場は従業員のプライベートに関与しない傾向

にある。居住地の人々との関係形成は従業員

個々の意識によるが、概してそうした関係は

希薄化する状況である。

この下で次のような問題の発生が懸念され

る。

①雇用の不安定化と従業員の不足、あるいは

従業員数の突発的変動。

②ルーティン作業に従事する下での、従業員

のモチベーション維持・向上の困難化と早期

離職。あるいはキャリアアッププラン構築の

難しさ。

③しばしば衰退傾向にある地域の中で、従業

員の生活条件確保の外部依存、周囲の人々と

の接触機会の乏しさ、農場の立地する集落の

人々との希薄な関係、弱い定住のモチベーシ

ョン。

④これらの結果としての農場の短期あるいは

中長期的不安定化の恐れ。

（２）従業員確保対策の方向

これらの諸点は、従業員確保・定着に係る

問題が、単に従業員の人数をそろえればよい

という性質のものではなく、経営の根幹、さ

らに言えば地域社会との関係を含む経営のあ

り方に関わる問題であることを示唆してい

る。では、従業員確保・定着への対策として、

どのような道筋が展望されるだろうか。ここ

では、２つの方向が想定できる。

第１は、求人サイトなどにより遠隔地から

集まる従業員の基本的な属性を前提に労働編

成を行う方向である。従業員のキャリアアッ

プを必ずしも重視せず、家族による農場運

営・継承を基本とするもので、現在多くの農

場で採られている体制である。こうした体制

の安定化には、より多くの雇用ルートを準備

し従業員確保を強化するとともに、農場内外

に労働力をプールし、常に安定した従業員数

確保ができる状態にすることが考えられる。

調査事例の中には、構成員家族の臨時的就労

や一時的なヘルパー利用がみられた。そのほ

か搾乳ロボットなどの代替手段の導入や、何

らかの手段による地域での労働力バッファー

の形成も検討の余地があろう。

ただし、こうした対応の下では、労働市場

の変調に起因する雇用の不安定化、地域衰退

と定住条件後退による雇用確保の困難化、従

業員のキャリアアップによる中核的労働力確

保の困難性といった課題が伴うであろう。

第２は、遠隔地であっても、求人サイトだ

けに頼らず、誘因喚起を含めた能動的な従業

員のリクルート活動を行うとともに、適切な

人事評価を行い、個々の従業員の資質に即し

た配置・育成を行うこと、これらにより従業

員の継続就業のモチベーションを高める方向

である。言い換えると、一般企業に類する人

的資源管理を行うことになる。

こうした取り組みにより、従業員に依存し

て経営を組み立てる上での問題の緩和、解消

も見込まれるが、調査事例ではこうした動き

は必ずしも明確にとらえることができなかっ
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た。これは、大規模経営であっても、牧場

個々では、労働負担やコスト面あるいは具体

的手段の面でこうした取り組みを進めること

が容易ではないためとみられる。

また、これらの方向と平行して、従業員の

居住環境や、従業員を取り巻くコミュニティ

形成に関しても、農場からの関わりは避けて

通れないだろう。どのような地域やコミュニ

ティを準備し提供できるかは、従業員の定住

へのモチベーションと強く関わるとみられる

ためである。これについても農場単独での対

応は困難な状況にある。

以上から、これからの従業員確保・定着に

向けて、第１の方向、すなわち従業員数の安

定確保に向けた対応に、第２の方向、より高

度な人事管理の仕組みを採り入れていくこと

が重要と思われる。さらに、従業員を取り巻

く地域・コミュニティの課題も併せて、大規

模経営であっても、JA、自治体、集落、他

の農場と連動した組織的対応が重要であり、

それに向けた戦略構築に着手する必要が大き

いと思われる。


